
 

 

新旧表 

改正案 現行 

子育てグリーン住宅支援事業補助金（GX志向型住宅） 

交付規程 

制定 ２０２５年３月３１日 

改定 ２０２５年５月２日 

 

 

第１条～第３条 （略）  

 

（交付の申請） 

第４条 別紙２に定める住宅省エネ 2025キャンペーン・住宅省エネ支援

事業者登録申請書を本事務局に提出し登録を受け、子育てグリーン住

宅支援事業（以下「本事業」という。）に参加申告をした事業者（以下

「申請者」という。）は、補助金の交付を受けようとする場合、別紙２

に定める交付申請書及び基礎工事完了確認書に本事務局が定める書類

（以下「添付書類」という。）を添えて、別に定める時期までに本事務

局に提出しなければならない。 

 

 ２ （略） 

 

第５条～第６条 （略）  

 

（交付の条件） 

第７条 補助金の交付の決定には、補助事業者に対して、次の条件が付

されるものとする。 

一～四 （略） 

五 補助事業者は、前号の規定により補助事業の中止又は廃止の承認を受

けた場合を除き、当該住宅の引渡し等が完了した後、本事務局が定める

完了報告に必要な添付書類（以下「完了報告書等」という。）を添えて、

別に定める期日までに本事務局に提出し、完了報告を行わなければなら

ない。 

子育てグリーン住宅支援事業補助金（GX志向型住宅） 

交付規程 

２０２５年３月３１日 

（新設） 

 

 

第１条～第３条 （略）  

 

（交付の申請） 

第４条 別紙２に定める住宅省エネ 2025キャンペーン・住宅省エネ支援

事業者登録申請書を本事務局に提出し登録を受け、子育てグリーン住

宅支援事業（以下「本事業」という。）に参加申告をした事業者（以下

「申請者」という。）は、補助金の交付を受けようとする場合、別紙２

に定める交付申請書及び工事出来高確認書に本事務局が定める書類

（以下「添付書類」という。）を添えて、別に定める時期までに本事務

局に提出しなければならない。 

 

 ２ （略） 

 

第５条～第６条 （略）  

 

（交付の条件） 

第７条 補助金の交付の決定には、補助事業者に対して、次の条件が付

されるものとする。 

一～四 （略） 

五 補助事業者は、前号の規定により補助事業の中止又は廃止の承認を受

けた場合を除き、当該住宅の引渡し等が完了した後、本事務局が定める

完了報告に必要な添付書類（以下「完了報告書等」という。）を添えて、

別に定める時期までに本事務局に提出し、完了報告を行わなければなら

ない。 
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六 補助事業者は、本事務局が別に定める期日までに、新築住宅の工

事において一定の出来高に到達したことを本事務局に報告しなけれ

ばならない。ただし、当該期日までに前号に定める「完了報告書等」

が提出されている場合は、この限りでない。 

七 補助事業の遂行及び収支の状況について、本事務局の要求があっ

たときは速やかに遂行状況を本事務局に書面をもって報告しなけれ

ばならない。 

八 補助金の額の確定が行われるまでの間において、合併・分割等に

より補助事業者の名称又は住所の変更が生じたときは、遅滞なく本

事務局に報告しなければならない。 

九 本事務局は、補助事業の適正かつ円滑な実施を確保するために必

要があると認めるときは、補助事業者に対して、補助事業の経理に

ついて調査し、若しくは指導し、又は報告を求めることができる。 

十 本事務局は、補助事業の完了によって補助事業者に相当の収益が

生ずると認められる場合には、補助金の交付の目的に反しない場合

に限り、補助事業の完了した会計年度の翌年度以降の会計年度にお

いて、交付した補助金の全部又は一部に相当する金額を本事務局に

納付させることができる。  

十一 補助事業者は、補助事業の完了後、環境省が実施する二酸化炭

素削減効果に関する効果検証等において、取得財産等の稼働状況、

管理状況及び二酸化炭素削減効果その他補助事業の成果を検証する

ために必要な情報について、環境省（環境省から委託を受けた民間

事業者を含む。）又は本事務局から指示があった場合には、必要な情

報を提供しなければならない。 

 

第８条～第１４条 （略） 

 

（交付決定の取消し等） 

第１５条 本事務局は、第７条第四号の補助事業の全部若しくは一部の

中止若しくは廃止の申請があった場合又は次の各号のいずれかに該当す

る場合には、第６条の交付の決定の全部又は一部を取り消すことができ

る。ただし、第四号の場合において、補助事業のうち既に経過した期間に

（新設） 

 

 

 

六 補助事業の遂行及び収支の状況について、本事務局の要求があっ

たときは速やかに遂行状況を本事務局に書面をもって報告しなけれ

ばならない。 

七 補助金の額の確定が行われるまでの間において、合併・分割等に

より補助事業者の名称又は住所の変更が生じたときは、遅滞なく本

事務局に報告しなければならない。 

八 本事務局は、補助事業の適正かつ円滑な実施を確保するために必

要があると認めるときは、補助事業者に対して、補助事業の経理に

ついて調査し、若しくは指導し、又は報告を求めることができる。 

九 本事務局は、補助事業の完了によって補助事業者に相当の収益が

生ずると認められる場合には、補助金の交付の目的に反しない場合

に限り、補助事業の完了した会計年度の翌年度以降の会計年度にお

いて、交付した補助金の全部又は一部に相当する金額を本事務局に

納付させることができる。  

十 補助事業者は、補助事業の完了後、環境省が実施する二酸化炭素

削減効果に関する効果検証等において、取得財産等の稼働状況、管

理状況及び二酸化炭素削減効果その他補助事業の成果を検証するた

めに必要な情報について、環境省（環境省から委託を受けた民間事

業者を含む。）又は本事務局から指示があった場合には、必要な情報

を提供しなければならない。 

 

第８条～第１４条 （略） 

 

（交付決定の取消し等） 

第１５条 本事務局は、第７条第四号の補助事業の全部若しくは一部の

中止若しくは廃止の申請があった場合又は次の各号のいずれかに該当す

る場合には、第６条の交付の決定の全部又は一部を取り消すことができ

る。ただし、第四号の場合において、補助事業のうち既に経過した期間に
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係る部分については、この限りではない。 

一～七 （略） 

八 出来高到達報告期限内に本規程第７条第六号に規定する出来高到達

報告が確認できない場合 

 

第１６条～第２０条 （略） 

 

（電子情報処理組織による申請等） 

第２１条 補助事業者は、第４条の規定に基づく交付の申請、第５条の

規定に基づく変更交付の申請、第７条第三号の規定に基づく計画変更

の申請、同条第四号の規定に基づく中止又は廃止の申請、同条第五号

の規定に基づく完了報告、同上第六号の規定に基づく出来高到達報告、

同条第七号の規定に基づく状況報告、同条第八号の規定に基づく名称

変更等の報告、第８条の規定に基づく申請の取下げ、第１０条の規定

に基づく実績報告、第１１条の規定に基づく補助事業の承継承認申請、

第１３条第２項の規定に基づく支払請求、第１８条第２項の規定に基

づく取得財産等の報告、第１９条第４項の規定に基づく財産の処分の

承認申請又は第２０条第２項の規定に基づく消費税等仕入控除税額の

確定に伴う報告（以下「交付申請等」という。）については、本事務局

が定めた場合に限り電子情報処理組織を使用する方法により行うこと

ができる。 

 

附 則 

この規程は、２０２５年３月３１日から施行する。 

 

附 則 

この規定は、２０２５年５月２日から施行する。 

 

別表 （略） 

 

別紙１ （略） 

 

別紙２ 

係る部分については、この限りではない。 

一～七 （略） 

（新設） 

 

 

第１６条～第２０条 （略） 

 

（電子情報処理組織による申請等） 

第２１条 補助事業者は、第４条の規定に基づく交付の申請、第５条の

規定に基づく変更交付の申請、第７条第三号の規定に基づく計画変更

の申請、同条第四号の規定に基づく中止又は廃止の申請、同条第五号

の規定に基づく完了報告、（新設）同条第六号の規定に基づく状況報告、

同条第七号の規定に基づく名称変更等の報告、第８条の規定に基づく

申請の取下げ、第１０条の規定に基づく実績報告、第１１条の規定に

基づく補助事業の承継承認申請、第１３条第２項の規定に基づく支払

請求、第１８条第２項の規定に基づく取得財産等の報告、第１９条第

４項の規定に基づく財産の処分の承認申請又は第２０条第２項の規定

に基づく消費税等仕入控除税額の確定に伴う報告（以下「交付申請等」

という。）については、本事務局が定めた場合に限り電子情報処理組織

を使用する方法により行うことができる。 

 

 

附 則 

この規程は、２０２５年３月３１日から施行する。 

 

（新設） 

 

 

別表 （略） 

 

別紙１ （略） 

 

別紙２ 
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交付規程様式等 

様式１    住宅省エネ 2025 キャンペーン・住宅省エネ支援事業者登録

申請書 

様式２    子育てグリーン住宅支援事業交付申請書 

様式３－１  子育てグリーン住宅支援事業共同事業実施規約 【新築用】 

様式４    子育てグリーン住宅支援事業交付決定通知書 

様式５    子育てグリーン住宅支援事業実績報告書（兼、請求書） 

様式６    子育てグリーン住宅支援事業交付額確定通知書 

様式７    子育てグリーン住宅支援事業取り下げ申請書 

様式８    子育てグリーン住宅支援事業財産処分承認申請書 

様式９    子育てグリーン住宅支援事業工事出来高確認書  

様式 10    子育てグリーン住宅支援事業基礎工事完了確認書 

交付規程様式等 

様式１    住宅省エネ 2025 キャンペーン・住宅省エネ支援事業者登録

申請書 

様式２    子育てグリーン住宅支援事業交付申請書 

様式３－１  子育てグリーン住宅支援事業共同事業実施規約 【新築用】 

様式４    子育てグリーン住宅支援事業交付決定通知書 

様式５    子育てグリーン住宅支援事業実績報告書（兼、請求書） 

様式６    子育てグリーン住宅支援事業交付額確定通知書 

様式７    子育てグリーン住宅支援事業取り下げ申請書 

様式８    子育てグリーン住宅支援事業財産処分承認申請書 

様式９    子育てグリーン住宅支援事業工事出来高確認書  

（新設） 

 


